


独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構に対する共有船舶建造申込に係る公募型プロポーザル提案書募集の実施 
 
大津島～徳山航路における一般旅客定期航路（許可番号中国第４４３号）に使用する旅客船兼自動車航送船「フェリー新大津島」代替船を、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「鉄道・運輸機構」という。）と共同で建造するための申し込みに必要な造船所及び建造申込価格を決定するために、公募型プロポーザル方式による提案書を次のとおり募集するので公告します。 
 
  令和７年９月２４日 
 
大津島巡航株式会社 
代表取締役 藤井　律子 
 
１ 業務の概要等 
（1） 業務名 
   鉄道・運輸機構共有船舶建造申込業務 
（2） 概要 
1 鉄道・運輸機構に共有船舶建造の申し込みをするために必要な書類等の作成等（発注者支援業務） 
2 中国運輸局に事業計画変更の認可申請を行うために必要な書類等の作成 
（3） 履行期限  書類作成期限　参加表明及び会社概要　令和７年１０月　７日 
　　　　　　　　　　　　提案書等　　　　　　　令和７年１１月２５日
        　　　　　　　　　　　　（船舶建造期限 令和９年３月３１日） 
（4） 共有船舶建造予定価格 ￥６９０，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含まない。）を上限とする。
 
２ 参加資格 
（1） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 
（2） 造船法（昭和２５年法律第１２９号）第２条の規定に基づく施設の新設等の許可及び同法第６条の規定に基づく船舶の製造事業等の開始届を有していること。または、小型造船業法（昭和４１年法律第１１９号）の登録を受けていること。 
（3） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（更生計画又は再生計画が認可されている者を除く。）でないこと。 
（4） 次に掲げる事項について実績等を有する者であること。 
1 過去１０年以内において旅客船兼自動車航送船の建造の実績があり、かつ、過去１０年以内において鉄道・運輸機構との共有船舶の建造実績があること。 
2 船舶建造施設 
（1） 当該船舶の建造に必要な自社所有の船台又は船渠を提供できること。 
（2） 当該船舶の建造に必要な自社所有の工場（ドックハウスを含む。）、機器類等を提供できること。 
（3） 当該船舶の建造を行う施設の所在地は、日本国内であること。
3 船舶設計技術者 
    　　　 当該船舶の建造設計を自社で自主的に実施でき、次に掲げるいずれかの技術者を提供できること。 
（1） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学又は高等専門学校において、造船、機械又は電気に関する学科を修得して卒業した後、鋼製船舶の建造又は修理・改造に関して、１０年以上の実務経験を有する技術者 
（2） 学校教育法による高等学校において、造船、機械又は電気に関する学科を修得して卒業した後、鋼製船舶の建造又は修理・改造に関して、１５年以上の実務経験を有する技術者 
（3） 上記以外の技術者にあっては、国内外における（ア）、（イ）と同等と認められる学歴・経験を有していること。 
4 船舶建造技術者 
    　　　 当該船舶の建造に必要な、次に掲げるいずれかの技術者を提供できること。 
（1） 学校教育法による大学又は高等専門学校において、造船、機械又は電気に関する学科を修得して卒業した後、鋼製船舶の建造又は修理・改造に関して、１０年以上の実務経験を有する技術者 
（2） 学校教育法による高等学校において、造船、機械又は電気に関する学科を修得して卒業した後、鋼製船舶の建造又は修理・改造に関して、１５年以上の実務経験を有する技術者 
（3） 上記以外の技術者にあっては、国内外における（ア）、（イ）と同等と認められる学歴・経験を有していること。 
5 納入後のメンテナンス体制 
   　　　  建造船舶の故障又は異常時に対応するため、船舶納入後においても十分なアフターサービス・メンテナンス体制を確保することが可能なこと。 


３ プロポーザルの参加表明 
  プロポーザルに参加しようとする者は、下記の書類を提出すること。
（１）参加表明書（様式１）
（２）造船所事情（様式２） 
（３）船舶建造実績調書（様式３） 
（４）建造工事工程表（様式４）
（５） 船舶設計技術者調書（様式５）
（６）船舶建造技術者調書（様式６） 
（７）納入後のメンテナンス体制調書（様式７） 
（８）質問書（様式８） 
  ※ 提案書作成時になされた質問は、回答を含め、提案者を伏せて参加者すべてに送付するので、表中※印の欄に記載の上、提出すること。
（９）納税証明書（原本に限る。）   
ア 所在地発行の納税証明書 
   山口県内市町に営業所等が無い場合等で、山口県内市町に納税義務がない場合は、本社所在地の市区町村役場（特別区にあっては都税事務所）発行の「法人市（町・村）民税（特別区にあっては法人都民税）」納税証明書及び固定資産税納税証明書 
 イ 税務署発行の未納税額がないことの証明「納税証明書（その３）」（「消費税及び地方消費税」及び「法人税」納税証明書）
（１０）商業登記簿謄本（原本に限る。） 
   ※ ３箇月以内に発行されたもの 
（１１）印鑑証明書（原本に限る。） 
   ※ ３箇月以内に発行されたもの 
（１２）決算書（直前１期分） 
  　　 財務諸表（賃借対照表・損益計算書・株主資本等変動計算書等） 
（１３）会社経歴書 
（１４）労働保険料及び社会保険料の納入済領収書の写し 
   ※ どちらも直近１年間分を提出すること。 
（１５）障害者雇用状況報告書の写し 
   ※ 法定雇用障害者が１人以上になる規模（５６人以上）の事業者（障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第４３条第５項、障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則（昭和５１年労働省令第３８号）第７条及び第８条の規定に基づき、障害者の雇用が義務付けられた事業者）を対象とする。 
 


４ 技術提案書の特定 
（1） 技術提案書は、鉄道・運輸機構に対する大津島～徳山航路旅客船兼自動車航送船建造業務に関わる船舶建造技術評価委員会（以下「評価委員会」という。）において評価し、大津島巡航株式会社取締役会で必要な手続きを経て、特定する。 
（2） 評価委員会は、大津島巡航株式会社専務取締役を会長とし、その他２名並びに学識経験者及び外部専門家各１名をもって構成する。 
（3） 技術提案書の評価基準は別に定める。 
（4） 技術提案書の提出が１社の場合でも評価を行うものとする。 
（5） 技術提案書を特定した場合において、提案者に特定又は非特定の結果を、理由を付して通知する。 
（6） 非特定の通知を受けた提案者は、非特定の通知をした日から起算して７日以内に、大津島巡航株式会社に対し、非特定理由について説明を求めることができる。 
（7） 大津島巡航株式会社は、前項の説明を求められた場合は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日以内に書面により回答する。 
（8） 前項の回答は、評価基準における該当する評価項目を明らかにする。 
 
５ プロポーザルの手続き等 
（1） 窓口 
    担当：大津島巡航株式会社　三﨑
745-0025　山口県周南市築港町９－１
     電話：  ０８３４－２１－７７４９
FAX： ０８３４－２２－３３１６
メール： jyunkou@m2.ccsnet.ne.jp
（2） プロポーザルにかかる資料の交付方法   
ア 期間 
    　　 令和７年９月２４日（水曜日）から令和７年１０月１日（水曜日）までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日午前８時３０分から午後５時００分まで  
  イ 場所 
  　　　 山口県周南市築港町９－１
    　　 大津島巡航株式会社窓口または大津島巡航株式会社ホームページ   
ウ 方法   イにおいて直接交付またはホームページからのダウンロードにて交付 。
       　なお、直接交付を希望する場合は、（１）の担当あてに事前に連絡を行うこと。 
（3） 参加表明書及び会社概要の受領期間並びに提出場所及び方法   
ア 期間 
   　　　令和７年９月２４日（水曜日）から令和７年１０月７日（火曜日）までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日午前８時３０分から午後５時００分まで   
イ 場所 　（２）のイに同じ   
ウ 提出方法 
   　　　持参又は郵送（書留郵便等の配達の記録が残るものに限る。締切日必着）により、必要書類を添えて提出すること。 
（4） 技術提案書の受領期限並びに提出場所及び方法  
ア 期限 
    　　 令和７年１１月２５日（火曜日）午後５時００分必着   
イ 場所 　（２）のイに同じ   
ウ 提出方法 
    　　 持参又は郵送（書留郵便等の配達の記録が残るものに限る。締切日必着）により、必要書類を添えて提出すること。 
（５）プレゼンテーション及びヒアリング
　　   ア　期日
　　　 　  令和７年１２月中旬
　　   イ　場所
　　　 　  周南市役所
（６）選考結果の通知
　　　１２月下旬を予定

６ その他 
（1） 書類の作成に用いる言語は日本語とし、用語は JIS 規格に定める用語を使用する。JIS 規格に定めのない場合は、通常造船に使用する用語とする。また、通貨は日本円とする。
（2） 提出された技術提案書については、後日ヒアリングを行う。 
（3） 技術提案書の作成及び提出に関する費用並びにヒアリングに関する費用は提出者の負担とする。なお、提出された技術提案書は返却しない。
（4） 技術提案書に記載された内容のうち、特許又は実用新案等にかかる事項については、特記事項として特許又は実用新案等の所属を記載すること。また、当該特許又は実用新案等を、今回の船舶建造で、大津島巡航株式会社の要請により他の提案者が当該特許又は実用新案を使用する場合の条件についても記載すること。 
（5） 技術提案書に虚偽の記載をした場合は、技術提案書を無効とするとともに、不利益処分を行うことがある。 
（6） 特定した技術提案は、大津島巡航株式会社取締役会にて決定し、決定した提案者と「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構共有船舶建造申込協定（仮称）」を締結する。
（7） その他詳細は業務説明書による。
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